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トップシェア 製造業の高が 

O 村 m  誠 ( 野村 澄券 ) , 長田 洋 ( 東工大 ) 

日本の企業の 中には。 生産財メーカーを 中心にグローバルにトップシニアを 獲得し。 長年にわた 

と 高い収益 力 を維持している 事例が多数見られる。 それらの企業を 分析すると。 生産財 メ 一ヵ 一が 
に イノベーションを 実現していくシステマティッ タ な要因を、 業種横断的に 見出すことができる。 本研究では、 グ   

ロー バルにトップシェアを 獲得し。 長期にわたって 維持している 企業を分析し、 その成功要因を 他企業でも応用 可 
能 な形で抽出することを 目的とする。 

グローバル。 トップシェア 企業に注目した 以す 0 通りであ る。 あ る企業が売上を 保 できる理由は。 その 

企業が提供する 商品やサービスに 価値を見出 がいるからであ る。 業界におけるトップシェア 企業とは。 その 
業界において 最も 客 価値を提供している 企 り @ 競争力が最も 高いと言える。 そして。 長年にわたって トッ 

プシェアを維持し 続けている企業は 、 常に新 客 価値を提供し 続けていることから。 トップシェアを 維持でき 
ていると考えられる。 つまり。 トップシェア するとは、 継続的にイノベーションを 起こす仕組みを 
おり。 イノベーションのマネジメントを 確立 

調査対象企業としては、 情報の入手可能， 場 している企業の 中から 選 
ング する方法としてはまず、 証券 コ一               ( 機械や電機系の 製造業余 

記事を検索し。 各種 続 き 社 資料。 有価証券報告書等を 調査した。 そして 
保しており、 かつ過去 5 ッ プシェアを維持していると 推定される、 ②専業 

③当該事業の 売上高営業利益率が⑱ 悌 以上の企業、 を選んだ ( 表 ) 。 なお、 ③の売上高営業利益率については、 ほ 

とんどの企業で 製品別の利益率については 開示されていないため、 各企業においてトップシェア 製品が属する 事業 
セグメントの 売 % 高営業利益率を 用いた。 

和 ‥直近 朝 における当該セグメントの 売上高営業利益率 

( 出所 ) 各種統計資料や 会社 料 、 有 滴 証券報告 瀋等 より 範 著作成 

表 互に掲載した 企業群については、 これまでも多くの 経営学者やジャーナリスト、 証券アナリスト 達によって 、 
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その強さに関する 研究が行われている。 これらトップシェア 企業の強さの 源泉としては 企業によっては 製造技術 
が クローズアップされるなど 業種により異なる 部分もあ るが、 共通するものとしては、 客 や サプライヤ一などと 
の コラボレーションの 実践、 ユーザー オリェ ンテッドな製品開発、 市場創造型の 製品開発、 等を先行研究では 挙げ 

ている。 

確かにこれらのビジネスプラクテイスは、 現在トップシェアを 獲得している 企業に競争力をもたらしている 要因 

であ るとは考えられる。 しかしながら、 客やサプライヤ 一などとコラボレーションを 行ったり、 製品開発をする 

上で スーザ一の声を 反映させるといった 為 は 2 位以下の企業でもできることであ るし、 実際に行っている。 つま 
臥 強さの源泉として 取り上げられている 前述のビジネスプラクティスは、 必要条件ではあ るが十分条件ではない " 

解明しなくてはならない 点は 、 同じようなビジネスプラクティスを 実践しょうとしているにもかかわらず。 結果的 
に市場シェアや 収益性で格差がついてしまう 要因 は 何であ るか、 ということであ る。 

  業を展開しながらも、 企業間で格差がつく 要 を 分析する上で 有効な 
に 、 「事業システム」または「ビジネスシステム」というものがあ る。 加護 野 。 井上田は。 ビジネスモデルと 事業 シ 

ステムは似たような 概念であ るが。 厳密には異なり、 システムとモ ヂル の違いの一つは。 「設計思想」 か 「その結果 

として生成されるシステム」 か 、 という点であ るとしている。 村山。 長囲 2@ 。 半導体商社業界に 
収益性格差に 着目し、 各社ともビジネスモデルとしては 同様のものを 模索しているにもかかわらず 
生する要因として、 企業毎に所有する 社内の経営資源、 パートナ一企業や 顧客層との関係性、 コラボレーションの 
実践度合い等が 異なることから、 実際に事業を 展開する上でビジネスシステム 江差が出ていることを 指摘している。 

本稿では。 ビジネスモデルとは、 各業界における 基本的なビジネスのコンセプトとし、 実際にそのビジネスモデ 
ルを 継続的に遂行 ( en す ) するための仕組み、 つまり具体的な 継続的なオペレーションの 仕組みをビジネスシ 

ステム と 呼ぶことに 研究で泣この ビジ イスシステムに 着目し、 2 章で挙げた優れた 生産財メーカ 一のうち、 
オリンパスとシマノの 事例研究を行い、 その成功要因を 分析する " 

オリンパスの 歴史は 、 ㈹ 19 年に前身であ る高千穂製作所が 国産初の顕微鏡を 製造したことから 始ま 

パ ラ と 顕微鏡の技術を 持っていたことから。 胃の中を撮影するカメラの 開発を医師から 持ち込まれ。 王 

メラ「ガストロカメラ」を 開発した。 胃カメラに関する 学会の設立。 遷宮 に 深く関わるなど、 胃カメラの直接的な 
ユーザ 一であ る消化器系の 医師との太いパイプを 構築し、 これがその後の 製品開発などでも 活かされている " 現在。 

軟性内視鏡で 世界シェアの 約 70% 。 を獲得している "2 6 年 3 月期の同社医療事業セグメントの 売上高営業利益率は 

払と高 収益を確保している。 

胃カメラでスタートした 人間の体内を 直接診察する 技術は、 その後革新が 重ねられ、 内視鏡へと発展する。 ただ 
し、 ユ 961 年に世界で初めてファイバースコープ。 タイプの内視鏡を 発売したのほ、 米国の医療機器メーカ 一であ る 

社 であ った。 オリンパスは 国内申 堅 医療器メーカ 一の町田製作所に 続き、 3 番手として 1962 年にファイバー 
スコープ。 タイプの内視鏡市場に 参入した。 後発という形になりながらも、 胃カメラ以来の 医師との関係に 加え。 
同社のファイバースコープにだけカメラが 付いていたこともあ り、 国内では圧倒的な 強さを発揮した " 胃カメラに 
れた日本の医師にとって「診断には 写真が必要」というのがいわば 常識だった。 また、 町田製作所の 製品は 
に 優れていたが、 経営規模が小さく、 営業やメンテナンス 体制ではオリンパスが 放るかに上回っていた。 また 

年代後半に富士 九 機 ( 現 フジノン ) 、 70 年代半ばには 旭光学 ( 現 ペンタックス ) 、 エ 9 年代半ばには 町田製作所と 
組んだ東芝が 参入したが、 オリンパ % 高い市場シェアを 維持し続けている。 

オリンパスが 安定して 高 シェアを確保しているもう 一つの要因としては、 スイッチンバコストが 挙げられる。 医 

師は内視鏡を 用いて患者を 診断し 、 更には治療を 行 う 。 操作ミス等は 重大事故にっながる 可能性もあ ることから。 
このようなリスクを 避けるために、 操作方法に慣れた 機器を継続して 使用する傾向が 強い " このため既に 高シェア 
を 確保し多数の ニーザ一 を抱えているオリンパス は 、 内視鏡の更新に 際して、 他 メーカーよりも 安定的に販売でき 

る 傾向にあ る " 他 メーカーは、 スコープの口径がより 小さく患者負担が 的に軽減されるとか、 画像が鮮明で 診断 
の 精度が格段に 向上するなど、 スイッチンバコストを 考慮しても乗り 換 る程 メリットがあ る製品を開発すること 
で、 新規にユーザーを 獲得している。 しかし、 オリンパスも 当然これらの 技術革新に取り 組んでいることから、 こ 

れを継続的に 行 う ことは難しい。 
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転 童部品大手で、 プロの自転車ロードレースやマウンテンバイク 等のスポーツ 用自転車の駆動部 ( 変 

速機等 ) と 制動部 ( ブレーキ ) の部品で世界シェア 約 70% を確保している。 競合企業としては。 イタリアのカンパ 
ニョ一口 等 があ る。 他に釣具等も 生産しているが。 20 6 年 3 月期の自転車部品の 売上高営業利益率は 王 

収益性を確保している。 

0 年前に自転車が 登場して以降、 自転車業界でほ 部品生産の分業化が 進み、 完成車メーカーは 部品メーカー 
が 開発。 生産した部品を 購入し組み立てを 行ってきた。 自転車は。 より軽く、 スムーズな変速が 求められ、 新素材 
の 開発やそれに 伴 う加 T 技術の開発を 伴いながら継続的に 新製品を投入することで。 客 価値を充足し、 高い収益 
性を確保している。 シマノは冷間鍛造技術を 日本でも先駆的に 導入したことに 現れて る よ う に、 製造技術につい 
ても積極的に 取り組んでいる。 自転車の機能。 性能向上け完成車メーカ 一ではなく部品。 メーカーが担っており。 開 

発の主導権 は部品メーカー 側にあ る。 シマノをはじめとする 部品メーカーは、 自転車の性能。 機能を決める 駆動部 
と 制動部の部品で 開発の主導権 を握ることで、 結果的に自転 付加価値の源泉を 抑えている。 
シマノの特徴としては、 徹底した情報収集が 挙げられる。 年代にアメリカに 進出した後、 「キャラバン 隊コ 

と 呼ばれる社員によるアメリカ 全土の自転車小売店への 訪問が実施され。 客の動向やクレーム 関連の情報収 
新製品の紹介とその 反応等の情報収集を 行った。 集められた情報け 本社に イード ノズ ックされ、 製品開発 @ こ反 

れた。 自転車競技が 盛んなヨーロッパでは、 各地のロードレースにメカニックとして 参加するなど、 自転車先進国 

におけるユーザー 側の使用状況等を 把握し、 製品開発に反映した。 この活動が奏功した 代表的な事例がマウンテン 
バイタ用の部品であ る。 マウンテンバイクは 、 ㈹ 年代初頭にアメリカのカリフォルニアで 一部の愛好家が 普通の 
自転車を使って 山や川など悪路を 走るスボー ツと て 楽しみ始めたのがその 起源であ る。 道路上を走ることを 想定 
した普通の自転車では、 性能的に対応しきれないことから、 その動向を察知し。 市場として有望と 判断したシマノ 
が 。 専用部品の開発、 製造に取り組んだ " 他の部品 " メーカーは 、 特 な用途で市場規模も 定 的と判断し。 専用 蔀 

品を開発しょうとする 企業ほほぼ皆無であ った。 シマノでは、 世界各地から 砂や土を集めて 製品をテストするなど。 
入念に製品開発を 行い、 マウンテンバイク 用に 穣鰍 e という製品を 投入した。 他社 は 。 マウンテンバイクがプーム 

になってからロード 用の製品をべ ー スに色や形状をマウンテンバイク 用に変更して 製品を投入した 場合が多く、 マ 

ウンテンバイクの 使い方をするとクランクが 折れるなど、 不具合が発生することが 多かつた。 このため、 マウンテ 

ンバイクはシマノという 評価がユーザー 達の間で定着するようになった。 カンパニョ一口もマウンテンバイク 用の 

製品を投入したが、 現在では事実上撤退している " 

経営システムモデル 同の枠組みで 分析する。 同モデルでは、 
経営システムを 企業の経営成績を 代表とする結果系とそれを 導く要因系に 大別している。 結果系としてほ、 企業活 

動の直接的な 成果として商品やサービスなどのアウトプットが 産出され、 アウトプッ㌃を 顧客などのステークホル 

ダ 一に提供した 結果と て 成果や効果などの「アウトカム」が 生み出される。 そしてこの成果や 効果の大小によっ 

て 売上高や利益などの 務 データで表現される 経営業績が決まるとしている。 アウトプットの 構成要素としては、 

( コスト。 価格 ) 。 む ( 量 ) 。 コ 2 ( 納期 ) 等が挙げられる。 一方要因系についてば、 経営理俳やビジョ 

業の方向，陛を 決める ライバー ( 方向づけ因子 ) と。 バリュー チェーンを中心とした 経営プロセス や、 

リソースなどをイネーブラー ( 変革因子 ) としている " 市場シェアや 収益性など結果系に 格差が生じるのは、 アウ 

トプットに差がついているためと 考えられ。 このアウトプットに 差がっく要因が、 ビジネスシステムのどこに 起因 

するかを分析することで、 各企業の真の 強さを解明することができる。 トップシェア 企業が。 長期間にわたって ト 

、 ソプシェアを 維持し続ける 上で。 最も大きな格差要因となるビジネスシステムの 要素の用件は、 それが強みとわか 

っても、 直ぐには自社に 取り込めない、 真似できない 類のものであ る " 

一つぼ ほ 、 長年にわたる 試行錯誤で蓄積された 各種設計資産、 データ処理のロジック、 製造技術等の 知的財産や 

ノウハウ、 すな む ちストック型リソースの 違いが挙げられる。 他社よりも優れたストック 型リソースを 蓄積してい 

ることで、 より高品質 低コスト (C) で生産することができる。 これらストック 型リソースの 

蓄積においては、 経路 奴野 ) と 呼ばれる性質があ る。 経路依存性があ る要素の蓄積の 度合いは 

時間の関数とも 言える性質があ ることから、 仮に先行企業と 同程度の試行錯誤を 行えば同程度のストック 型リソー 

スを蓄積することが 可能であ るとしても、 後発企業が先行企業の 水準にまで到達するには 相応の時間がかかる。 阪 

に 追いっいたとしても、 その時点では 先行企業は更に 進化を続けていることから、 先行企業が有利な 状態が続く傾 
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向 にあ る。 

容 との接点で機能する 差別化要因が 挙げられる。 具体的には販売体制 ( 営業拠点数。 営業担当者 
数など ) 、 メンテナンス 体制 ( 拠 ， 担当者数 ) 等のネットワークが 挙げられる。 次に、 製品の晶揃えが 挙げられ 

る 。 これらを揃えることにより、 に 対してタイムリー ( 沿 2) に 、 多くの選択肢 ( り めを提供できる。 これらが 
直ぐには真似できないという 理由は、 販売体制やメンテナンス 体 薬 するには時間がかかることが 挙 
げられる。 加えて大規模な 販売体制、 メンテナンス 体制を構築。 が 、 それに見合った 売上規模があ 

るからであ る。 品揃えについても、 製品開発には 一定の時間が 必要であ る。 市場シエア ユ 然程度の企業がシェア 
の 企業と同等の 販売。 メンテナンス 体制を構築し。 品揃えを強化しようとするならば 先行投資に伴 う 負担 ( 
には赤字決算など ) を覚悟するという 相当程度の計画性が 要求される。 

三つ目には、 ユーザー側で 同じメーカ一の 製品を継続して 使用したくなる 動機が働くケースがあ ることが挙げら 
れる。 例えば、 メーカ一によって 異なる機器の 操作方法などヒューマンマシンインターフェースに 関わる部分が 挙 

げられる。 別のメーカ一の 製品に乗り換えるには 新しい操作方法を 覚えなくてはいけない 場合、 その習熟のために 
け 時間や労力をかけ ろ 必要が出てくる。 他には。 ユーザーがその 機器等を使用する 毎に蓄積されていくデータが あ 
る 場合、 データの互換性が 確保されていないと、 別のメーカ一の 機器には乗り 換えることは 過去に蓄積されたデー 
タを放棄することになる。 また、 メーカ一によってメンテナンス 方法が異なり、 その変更が必要になる 場合などが 

挙げられる。 いずれにせよメーカ 一乗り換え費用、 すなわちスイッチンバコスト ) があ る場合。 ユーザー は 

続 して同 - のメーカー製品を 使用し続けようとする 動機が強くなる。 そしてこの があ ることから。 先行して 
数の ユーザーを獲得した 先発メーカーが。 安定的に高シェアを 維持するという 現象が見られる。 

ッ プシェア製造 

こヵロえ、 筆者ら @ こ 財 メーカ一に関する 研究とそれらを 受けた考察から。 グロー 
バ レ 。 トップシェア 製造企業の高収益戦略を 要約すると。 以下のようにまとめることができる。 

①他社よりも 先行して画期的な 製品を開発。 投入し、 新しい市場を 開拓する。 販売。 アフターサービス 体制。 晶揃 
ぇ など、 顧客価値を提供する 上で必要な要件を 先行的 ヒ する。 加えて、 全産業に共 
び 各業界において 固有の差別化要因を 構築する。 

②当該分野において。 機能。 性能を改良した 製品   鰹蕊 ㎝ ) や 、 革新的な製品を 継続的に投 

ける。 この際、 顧客 や サプライヤーとのコラボレー り 造型の製品開発などの べ ストプラクテイスを 

実践する。 性能。 機能が向上した 製品を他社よりも とで価格許容度が 高いハイエンドニ ーザ 一を 
自社の顧客として 取り込み、 顧客価値を価格に 反映し、 高い収益性を 確 する。 またこの過程で 設計 
ハウ。 生産技術などのストック 型リソースを 蓄積する。 

③前述の①②の 過程でスイッチンバコストが 高い状態の自社製品ユーザーを 多数獲得する。 同様な製品は 後発企業 

も投入してくるが、 スイツチンバコストを 考慮しても乗り 換えるメリットを 感じるほど性能。 機能。 品質で上回 
る 製品でなければ、 ユーザーは継続して 自社製品を購入する 傾向が続く。 トップシェアであ れば 
生産台数が多いことから、 製品 1 個当たりの研究開発費 け 低くなり、 コスト競争力は 高い状態に 
競争においても 競合企業よりも 優位な状態にあ る。 可能な限りこの 状 

④競争の土俵を 全く変えてしまうような 代替品の登場などが 脅威であ る ㎝ ) 。 この可能性について 

は常に注意し。 適切に対処する。 

め 

において筆者らは、 多くの研究者達によって 試みられているべストプラクティス 研究から更に 踏み込んで、 
ベスト，プラクティスを 遂行する上で 企業間に格差が 生じる要因について。 そのメカニズムの 解明を試みた。 紙面の 

関係上、 今回事例企業としては 2 社に留めたが。 これまでの筆者らの 研究で、 前述の点は生産財分野における トッ 
プシェア企業の 多くについてこれらの 点が共通していることは 認 している。 今後は事例分析の 企業数を増やし、 
一般化した形でまと ぬ たい。 

忠男。 井上達彦，事業システム 戦略， 有 斐閣， 37 は 

村山誠。 長田洋，収益性格差をもたらすビジネスシステムに 関する実証研究，研究。 ( 掲載予定 ), は 
長田澤編，企業革新を 導く経営システムの 自己評価，日本規格協会， 56 あ 2 223-229 
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